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1. はじめに 

我が国ではオープンイノベーションの重要性が高まっており，大企業だけでなく，中小企業や大学に

おいてもオープンイノベーションが加速している．企業における技術開発や大学における科学研究の成

果である知的財産については，特許出願や学術論文等による推進がなされているが，オープンイノベー

ションの加速にともなって，共同研究等の産学連携や大学特許のライセンス件数も増加傾向にある． 
一方で，特許出願公開により，ノウハウ等の本来秘匿化されるべき技術が公開・流出することのリス

クが懸念されている．さらにバイオテクノロジー，AI 技術に代表されるデュアルユース品や技術につい

ては，安全保障貿易管理，とくに安全保障輸出管理の観点から国外流出の懸念が高まり，そのリスクマ

ネジメントの重要性が高まっている他，大学においても国際的共同研究におけるリスクマネジメントが

求められている． 
安全保障に関する世界的な懸念の高まりにともなって，我が国においても外国為替及び外国貿易法の

改正等，安全保障輸出管理の強化がなされているが，同法では，公開を前提とする技術提供を安全保障

輸出管理の特例としているため，特許出願は外国出願であっても規制対象とはならない．このことから，

特許出願公開を原因とした機微技術の流出が指摘されるようになり，2022 年 5 月には，特許出願の非

公開制度の創設が盛り込まれた「経済安全保障推進法」が公布された． 
本研究は，特許出願公開を原因とした機微技術流出状況を調査するため，機微技術に該当する特許が

どれだけ公開されているかを，世界知的所有権機関（WIPO）のデータベースで網羅的かつ半定量的に

分析することを目的とする．本稿では，リスト規制対象貨物を規定している輸出貿易管理令（以下，輸

出令）別表第一と国際特許分類（IPC）との対応づけ，関連度の算出法の構築について発表する．さら

に，輸出令別表第一の特定の項番に対して関連度の高いサブクラスと，複数の項番にわたって関連度の

高いサブクラスの抽出をおこない，そのサブクラスを対象とした PATENTSCOPE (世界知的所有権機

関；WIPO)による調査・分析ついて発表する． 
 
2. 先行研究 

機微技術公開状況の調査については，文献[1][2]等がある．文献[1]においては，主に原子力分野にお

ける機微技術出願状況と，各国の秘密特許制度導入状況に係る分析がなされている．文献[2]においては，

主に防衛・宇宙分野における同様の分析がなされている．これらの分析は「プルトニウム 抽出」，「核

弾頭 ミサイル」等のキーワード検索による簡易な調査となっているが，本研究では分類記号を用いた

網羅的な調査と，定量化手法の構築をおこなう． 
また，学術研究と安全保障貿易管理，学術研究と特許等，異なる分類体系の関連度を調査する研究と

しては，文献[3][4]等がある．文献[3]は科学研究費助成事業審査区分（小区分）とリスト規制項目との

関連度を人的に調査・整理したものであり，文献[4]は IPC 分類と JST 分類の関連度を，テキストマイ

ニングを用いて分析したものである． 
これらの研究を踏まえた上で，本稿の発表者らは，輸出令別表第一と IPC 分類との対応表を作成した

[5]．輸出令別表第一は約 270 項目，IPC は約 7 万項目からなり，手作業での対応表構築は現実的に不

可能であるため，この研究においてはテキストマッチングを用いて機械的に対応関係を導いた．ここで，

輸出令別表第一の 2～15 項の品目は国際輸出管理レジーム（原子力供給国グループ，オーストラリア・

グループ，ミサイル技術管理レジーム，ワッセナー・アレンジメント）と共通であり，その原典は英文

である．一方，IPC も原典が英文であることから，英文同士のマッチングを行った方が，高い精度の結

果が得られると考えられる．具体的には，世界知的所有権機関（WIPO）のサイトで公開されている IPC
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の Catchword（索引語）と，一般社団法人安全保障貿易情報センター（CISTEC）のサイトで公開され

ている「輸出規制品目リスト 日-EU 対比表」の間でテキストマッチングを行い，定量的な対応関係を

付けた．Catchword はそれぞれ IPC 記号と対応付けられているので，これらの対応関係を結合するこ

とで，リスト規制項目と IPC の定量的な対応表を作成した． 
 
3. 輸出令別表第一と IPC の関連度の算出 

しかしながら，先行研究[5]の対応づけでは十分な精度が得られていなかった．そこで，本研究では，

精度を改善した関連度算出法を構築した．具体的には，つぎの手順でおこなった．IPC 分類表について

は 2022 年版，輸出規制品目リスト日－EU 対比表については 2021 年版のものを使用した．ただし，そ

れぞれについて，次の通りマッチング対象を限定した． 
(1) IPC 分類表 

1) サブクラスを関連度の定義域とする．ただし，記号の下 3 桁が”99Z”のサブクラスは,「SUBJECT 
MATTER NOT OTHERWISE PROVIDED FOR IN THIS SECTION（=このセクションの中で他

に分類されない主題事項）」という，本解析において意味をなさない文字列であるため，あらかじ

め除外する． 
2) 各サブクラスのタイトルをテキストマッチングの対象とする．ただし，タイトル中の( )書きの部分

は，「〇〇に関するものは他のセクション，クラス，グループ等に分類する」という文脈であるた

め，あらかじめ削除する． 
(2) 輸出規制品目リスト日－EU 対比表 

1) 輸出令別表第一の項番（2, 3, 3 の 2, 4, 5, 6, 7, 8, 9, 10, 11, 12, 13, 14, 15）を関連度の定義域とす

る．1 項（武器）は防衛装備移転三原則に基づく規制，16 項はキャッチオール規制であり，いず

れも我が国独自の規制であって EU 規制文言が存在しないため，本解析では対象外とする． 
2) 各項番に対応する「EU 規制文言」をテキストマッチングの対象とする．ただし，貨物等省令第 2

条第 1 項（軍用の化学製剤の原料となる物質又は軍用の化学製剤と同等の毒性を有する物質若し

くはその原料となる物質を定めるもの）および同第 2 条の 2 第 1 項（軍用の細菌製剤の原料とし

て用いられる生物，毒素若しくはそのサブユニット又は遺伝子を定めるもの）に対応する EU 規

制文言は，物質名，生物名等を列挙しているだけなので，本解析では除外する． 
 

表 1 輸出令別表第一 第 5 項（先端材料）における関連度の高い IPC 
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(3) 関連度の算出 
関連度算出手順はつぎの通りである．なお，英文自然言語処理系は Python NLTK (Natural Language 

Toolkit) を使用した． 
1) 対象とする IPC の各サブクラスについて形態素解析（品詞分解）をおこない，名詞，形容詞のみ

を抽出する．ここで，サブクラスとは，IPC の上 4 桁で特定されるクラス階層のことである． 
2) 名詞の単複，形容詞の比較表現等による表記ゆれを吸収するため，語形変化の基礎となる部分であ

る「語幹」を抽出する（標準的なアルゴリズムである Snowball Stemmer を使用）．本手順で抽出

した名詞，形容詞の語幹を，以下，「キーワード」と呼ぶ．  
3) 対象とする輸出令別表第一の各項番について，1) 2)と同様の手順でキーワードを抽出する． 
結果の一例として，輸出令別表第一の第5項（先端材料）において，関連度の高いと算出されたIPC

を表1に示す． 
つぎに，計算結果の一部として，IPCのGセクション（物理学），Hセクション（電気）と，輸出令別

表第一の2項（原子力）の間で，関連度が1.00であったものを表2に示す．「原子炉」「原子力プラント」

「核爆発；その利用」のような，原子力や核兵器との関連が一見してわかるサブクラスが挙げられてい

る一方で，「体積，体積流量，質量流量，または液位の測定；体積による測定」「機械的構成のみによっ

て特徴づけられた制御装置または制御系」「半導体装置，他に属さない電気的固体装置」といった，“目

に見えない部分”のサブクラスも拾い上げられていることがわかる． 
 

表2 複数の項番にわたって関連度の高いサブクラス（上位10項目） 

 
 
4. PATENTSCOPE を用いた調査・分析 
上記 3.において抽出をおこなった 
1) 輸出令別表第一の特定の項番に対して関連度の高いサブクラス 
2) 複数の項番にわたって関連度の高いサブクラス 

を対象とする．1)のサブクラスは，特定の分野に関するものなので実用化に近い技術を示していると考

えられる．2)のサブクラスは，複数の項番にわたるため基盤的な技術を示しており，特にその流出が懸

念されかつ防止が求められるものと考えられる． 
特許調査には PATENTSCOPE の「構造化検索」を用い，次の検索フィールドと値で検索する． 
3) 完全な IPC コード サブクラス 4 桁の末尾に’*’を連接した 5 桁の文字列（’*’はワイルドカー

ド） 
4) 公開日  [01.01.2014 TO 31.12.2022] 

その後，PATENTSCOPE の「結果分析」機能で出力される情報（図 1）を基に，詳細な分析をおこな

う． 
本研究では，上記 3.で抽出したサブクラスに対して PATENTSCOPE を用いた調査をおこない，出願

国，出願人（法人），公開年の切り口で分析をおこなった．また，どのような IPC サブクラスがセット

で付与されているかを集計し，IPC サブクラス間の相関関係を導いた．今後の計画として，「機微度の

高いサブクラス」を別の切り口から抽出し，本研究と同様の調査・分析を行いたいと考えている．具体

的な例として，「外国ユーザーリスト」（経済産業省）に掲載されている団体名で PATENTSCOPE 検索

を行い，特許出願公開の際に，どの IPC サブクラスを付与しているかを集計することで，大量破壊兵器

等に関する「機微度の高いサブクラス」を抽出することが可能ではないかと考えている． 

C09K 14.50 他に分類されない応⽤される物質；他に分類されない物質の応⽤
G05G 13.50 機械的構成のみによって特徴づけられた制御装置または制御系
G06E 12.67 光学的計算装置［５］
F15C 12.50 主として計算または制御⽬的に⽤いられる流体回路素⼦
G06F 12.50 電気的デジタルデータ処理
H01M 12.00 化学的エネルギーを電気的エネルギーに直接変換するための⽅法または⼿段，例．電池［２］
G05B 11.83 制御系または調整系⼀般；このような系の機能要素；このような系または要素の監視または試験装置
G01N 11.75 材料の化学的または物理的性質の決定による材料の調査または分析
G01F 11.67 体積，体積流量，質量流量，または液位の測定；体積による測定［２，５］
H01L 11.60 半導体装置，他に属さない電気的固体装置［２］
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図 1 PATENTSCOPE で出力される結果分析 
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